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運用商品開発部 
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受付時間：営業日の9：00～17：00 
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●当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商 品 分 類 
追加型投信／国内／株式・株価指数先物取

引／特殊型（派生商品型） 

信 託 期 間 2026年10月13日まで 

運 用 方 針 

わが国の金融商品取引所上場株式（上場予

定を含みます。）に投資を行うと同時に、

TOPIX先物等の株価指数先物取引を活用す

ることにより、信託財産の中長期的な成長

を目指して運用を行います。 

主要運用対象 

わが国の金融商品取引所上場株式（上場予

定を含みます。）および株価指数先物取引

に係る権利等を主要投資対象とします。 

組 入 制 限 

株式への投資割合には、制限を設けません。 

外貨建資産への投資は行いません。 

有価証券先物取引等は、約款の範囲で行う

ことができます。 

分 配 方 針 

毎決算時（原則として毎年１月14日、休業

日の場合は翌営業日）に、原則として基準

価額水準等を勘案して委託者が決定しま

す。ただし、委託者の判断で分配を行わな

いことがあります。 

 

 

 
ＢＮＹメロン・日本株式 
ダイナミック戦略ファンド 

（愛称：臨機応変） 

追加型投信／国内／株式・株価指数先物取引 

／特殊型（派生商品型） 

 運用報告書（全体版)  
 

第６期（決算日：2022年１月14日） 

 

受益者のみなさまへ 

平素は、格別のお引立てにあずかり厚く御礼申し上

げます。 

さて、「ＢＮＹメロン・日本株式ダイナミック戦略ファ

ンド（愛称：臨機応変）」は、2022年１月14日に第６期

決算を行いました。ここに、期中の運用状況をご報告

申し上げます。 

今後とも一層のご愛顧を賜りますよう、お願い申し

上げます。 
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■最近５期の運用実績 

決 算 期 

基 準 価 額 
参 考 指 数 

東証株価指数(TOPIX) 株  式 
組入比率 

株  式 
先物比率 

純資産 
総 額 

(分配落) 
税込み 
分配金 

期 中 
騰落率 

 
期 中 
騰落率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

２期(2018年１月15日) 12,678 1,000 28.5 1,883.90 23.1 92.5 55.2 20,721 

３期(2019年１月15日) 10,452 400 △14.4 1,542.72 △18.1 93.4 △43.3 10,222 

４期(2020年１月14日) 10,413 0 △ 0.4 1,740.53 12.8 97.7 － 7,913 

５期(2021年１月14日) 12,303 1,000 27.8 1,873.28 7.6 93.0 56.3 5,266 

６期(2022年１月14日) 11,131 500 △ 5.5 1,977.66 5.6 95.9 － 5,592 

（注） 株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

（注） 株式組入比率は、上場投資信託の組入比率を含みます。 

（注） 参考指数は投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記載しているものです。 

 
 

■当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 

参 考 指 数 
東証株価指数(TOPIX) 

株  式 
組入比率 

株  式 
先物比率 

 騰落率  騰落率 

(期首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2021年１月14日 12,303 － 1,873.28 － 93.0 56.3 

１月末 11,604 △ 5.7 1,808.78 △ 3.4 93.5 56.6 

２月末 11,736 △ 4.6 1,864.49 △ 0.5 97.1 － 

３月末 12,604 2.4 1,954.00 4.3 94.5 57.3 

４月末 12,284 △ 0.2 1,898.24 1.3 97.6 － 

５月末 12,208 △ 0.8 1,922.98 2.7 98.1 － 

６月末 12,463 1.3 1,943.57 3.8 96.5 － 

７月末 12,120 △ 1.5 1,901.08 1.5 95.8 － 

８月末 12,492 1.5 1,960.70 4.7 95.5 － 

９月末 12,890 4.8 2,030.16 8.4 97.7 － 

10月末 12,697 3.2 2,001.18 6.8 97.8 － 

11月末 11,827 △ 3.9 1,928.35 2.9 98.1 － 

12月末 11,927 △ 3.1 1,992.33 6.4 95.0 － 

(期末)       

2022年１月14日 11,631 △ 5.5 1,977.66 5.6 95.9 － 

（注） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 

（注） 株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

（注） 株式組入比率は、上場投資信託の組入比率を含みます。 

（注） 参考指数は投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記載しているものです。   
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◆基準価額の推移 

基準価額の期中騰落率は△5.5％となりました。一方で、参考指数である東証株価指数（TOPIX）の期中騰落率は

5.6％でした。 

 

 
 

（注）TOPIX は期首の基準価額を基準として指数化しております。 
 
◆基準価額の主な変動要因 

（上昇要因） 

・ 新型コロナウイルス感染拡大のピークアウト期待や経済活動再開への期待の高まり 

・ 2021年に実施された衆議院選挙における連立与党の勝利や大型の財政政策の効果の顕在化 
 

（下落要因） 

・ グローバルに進むインフレへの警戒と各国中央銀行による過度に引き締め的な金融政策 

・ 国際的に不透明感を増す地政学リスクへの警戒 
 

◆市場概況 

当期間中の国内株式市場は、大幅に上昇する場面もありましたが、新型コロナウイルスの新たな変異株（オミク

ロン株）への警戒感やグローバルなインフレへの懸念が悪材料となり、上昇幅を縮小して終了しました。 

期初から2021年８月末にかけては、比較的狭い値幅での推移でしたが、９月の前半に菅前首相が自民党総裁選挙

に出馬しない意向であることが伝わると、支持率が低迷していた菅前首相以外の候補者が新たな総裁となることで、

その後実施された衆議院議員選挙において連立与党が勝利する蓋然性が高まったことや、一連の選挙後の大型経済

対策への期待を背景に株式市場は大きく上昇しました。特に日経平均株価は同年９月半ばに終値ベースで約31年ぶ

りの高値を付けました。 

しかし、その後はオミクロン株への警戒感の広がりやグローバルなインフレ懸念、そしてそれに対応するために

打ち出された各国中央銀行の金融政策の正常化に向けた動きが意識されたこともあり、国内株式市場は調整しまし

た。米連邦準備制度理事会（FRB）は金融緩和縮小に向けた方向性を打ち出しましたが、市場は一連の動きを織り込

んでいたこともあり、オミクロン株への過度な警戒からの反発も手伝って、その後はやや持ち直しの動きとなりま

した。   
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◆運用概況 

株式の実質的な組入比率は当ファンドの運用助言会社である日興グローバルラップ株式会社の算出するRAI（Risk 

Appetite Index）に従って調整しており、期間内は、50％から150％で推移しました。決算期末時点での株式の実質

的な組入比率は概ね100％です。 

期末の組入銘柄数は56銘柄（ETF、先物除く）です。期中で７の新規銘柄を購入し、６の銘柄を全部売却しまし

た。また、各保有銘柄のファンダメンタルズや株価動向に鑑み、適宜組入比率の調整を行いました。期末の業種配

分については、機械、精密機器、小売業などの業種が対TOPIX構成比率の上位を占めました。 

 
◆収益分配 

当期の収益分配については、基準価額水準等を勘案して、１万口当たり500円（税込み）とさせて頂きました。分

配に充てなかった収益につきましては、信託財産に留保し、運用の基本方針に基づいて運用いたします。 

 
■分配原資の内訳 

 （単位：円、１万口当たり、税込み） 

項    目 

第６期 

2021年１月15日～ 
2022年１月14日 

当期分配金 
（対基準価額比率） 

500 
4.299％ 

 当期の収益 － 

 当期の収益以外 500 

翌期繰越分配対象額 2,255 

（注） 対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注） 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 
◆今後の運用方針 

当ファンドでは、引き続きファンドの基本方針に則り、RAIに基づく先物取引と現物株ロングの組み合わせにより、

中長期的な信託財産の成長を目指します。現物株ポートフォリオでは、適切なリスク・コントロールを施しながら主

にボトム・アップによる銘柄選択によって市場平均（TOPIX）を上回る収益率を目指します。   
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■１万口当たりの費用明細 （2021年１月15日～2022年１月14日） 

項   目 
当   期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

 円 ％  

(a)信託報酬 234 1.914 (a) 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

期中の平均基準価額は、12,237円です。 

（投信会社） (114) (0.935) 信託財産の運用指図、法定開示書類の作成、基準価額の算出等の対価 

（販売会社） (114) (0.935) 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファ

ンドの管理および事務手続き等の対価 

（受託会社） ( 5) (0.044) 信託財産の保管・管理、投信会社からの指図の実行等の対価 

(b)売買委託手数料 6 0.050 (b) 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 

※ 売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支

払う手数料 

（株式） ( 3) (0.025)  

（投資信託証券） ( 1) (0.005)  

（先物・オプション） ( 2) (0.020)  

(c)その他費用 4 0.035 (c) その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

（監査費用） ( 2) (0.014) 監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

（印刷） ( 2) (0.016) 目論見書、運用報告書等の印刷・交付等に係る費用 

（その他） ( 1) (0.005) 金融商品取引に要する諸費用 

合   計 244 1.999  

（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。 

（注） 消費税は報告日の税率を採用しています。 

（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数点

以下第３位未満は四捨五入してあります。 
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（参考情報） 

○総経費率 

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を除

く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率）は1.96％

です。 

 

 

 

 

（注） 費用は、１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 
（注） 各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。 
（注） 各比率は、年率換算した値です。 
（注） 上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率と異なります。 

 

  

その他費用 
0.04％ 

総経費率 

1.96％ 

運用管理費用(受託会社) 
0.04％ 

運用管理費用(投信会社) 
0.94％ 

運用管理費用(販売会社) 
0.94％ 
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■売買及び取引の状況 （2021年１月15日～2022年１月14日） 
株式 

 
買   付 売   付 

株  数 金  額 株  数 金  額 

国 
 
内 

 千株 千円 千株 千円 

上場 519 1,589,276 333 1,148,721 

(169) (－)   

（注）金額は受け渡し代金。 

（注）単位未満は切り捨て。 

（注）( )内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 
投資信託証券 

銘   柄 
買   付 売   付 

口  数 金  額 口  数 金  額 

国 
内 

 口 千円 口 千円 

TOPIX連動型上場投資信託 1,020,690 2,084,738 919,700 1,893,368 

（注）金額は受け渡し代金。 

（注）単位未満は切り捨て。 

 
■派生商品の取引状況等 

先物取引の銘柄別取引・残高状況 

銘  柄  別 

当     期 
当期末評価額 

買  建 売  建 

新 規 
買付額 

決済額 
新 規 
売付額 

決済額 買建額 売建額 評価損益 

国 
内 

株式先物取引 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

 TOPIX 32,249 35,122 5,135 5,178 － － － 

(注) 単位未満は切捨て。 

 
■株式売買比率 （2021年１月15日～2022年１月14日） 

株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 

項    目 当    期 

(a) 期中の株式売買金額 2,737,997千円 

(b) 期中の平均組入株式時価総額 5,073,411千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.53 

（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

■利害関係人との取引状況等 （2021年１月15日～2022年１月14日） 
 

該当事項はございません。 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。 
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■組入資産の明細 （2022年１月14日現在） 
国内株式 

銘    柄 
期首(前期末) 当  期  末 

株 数 株 数 評価額 

 千株 千株 千円 

建設業(2.7％)    

五洋建設 133.9 124.8 80,121 

エクシオグループ 28.7 22.1 53,150 

食料品(1.7％)    

ニチレイ 29.5 31.7 81,659 

化学(6.8％)    

東京応化工業 14.4 13.1 86,722 

積水化学工業 47.2 38.8 75,272 

ポーラ・オルビスホールディングス 23.6 36.7 63,931 

ニフコ 31.2 29.3 112,365 

医薬品(4.1％)    

アステラス製薬 58.8 63.5 119,284 

参天製薬 51.6 61.9 85,793 

ガラス・土石製品(1.7％)    

ニチアス 31.5 30.4 82,384 

機械(12.7％)    

ディスコ 2.9 2.9 101,935 

オプトラン － 30.7 75,000 

ＳＭＣ 1.3 1.8 122,994 

ダイキン工業 7 6.2 156,860 

栗田工業 21.7 18.3 96,075 

アマノ 26.9 29 73,399 

電気機器(19.0％)    

日立製作所 9 － － 

富士電機 － 19.6 122,892 

日本電産 14.4 13.1 159,820 

オムロン 8.4 10.5 106,942 

日本電気 17.5 21.6 111,672 

アンリツ 34.2 41.4 73,443 

横河電機 38 － － 

キーエンス 3 3 186,480 

イリソ電子工業 12.7 13.9 60,465 

ローム 10.1 10.9 117,066 

輸送用機器(9.5％)    

豊田自動織機 12 13.1 124,188 

トヨタ自動車 15.6 95.6 228,484 

スズキ 20.6 24.9 119,420 

シマノ 1.8 － － 

精密機器(5.0％)    

日本エム・ディ・エム 30.3 32.5 52,975 

ナカニシ 22.9 24.3 51,345 

ＨＯＹＡ 10.8 9.4 143,209 

その他製品(3.8％)    

フジシールインターナショナル 31 43.5 98,223 

ヤマハ 16.3 16.7 90,013 

電気・ガス業(1.4％)    

メタウォーター 32.5 35.1 68,058 

銘    柄 
期首(前期末) 当  期  末 

株 数 株 数 評価額 

 千株 千株 千円 

情報・通信業(7.3％)    

ブレインパッド 10 37 45,695 

エムアップホールディングス 14.9 64.7 51,501 

大塚商会 10.8 15.4 76,692 

日本電信電話 31.2 － － 

光通信 2.9 3.9 63,804 

ファイバーゲート 25 34.5 39,813 

ＳＣＳＫ 7.7 － － 

ソフトバンクグループ 13.8 14.9 81,905 

卸売業(4.4％)    

あらた 15.7 13.4 56,347 

シークス 50.4 64 93,952 

トラスコ中山 24.6 26.5 69,350 

小売業(6.2％)    

くら寿司 13 23.5 84,247 

ＢＥＥＮＯＳ － 20.3 42,183 

良品計画 23.7 29.1 47,374 

パン・パシフィック・インターナショナルホ － 34 51,442 

丸井グループ － 39 83,421 

銀行業(5.2％)    

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 191.1 206 145,806 

三井住友フィナンシャルグループ 24 25.8 110,991 

その他金融業(1.5％)    

全国保証 11.5 － － 

アルヒ 46.5 61.6 73,735 

不動産業(2.6％)    

スター・マイカ・ホールディングス 37.1 40.1 57,543 

パーク２４ 44 47.5 72,817 

サービス業(4.4％)    

Ｍ＆Ａキャピタルパートナーズ － 12.5 59,187 

ウェルビー 30.8 33.3 40,559 

日本ホスピスホールディングス 22.2 23.9 48,158 

ＮｅｘＴｏｎｅ － 17.2 68,542 

合    計 
株 数 ・ 金 額 1,502 1,858 4,946,716 

銘柄数＜比率＞ 55 56 ＜88.5％＞ 

（注） 銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。 

（注） 評価額欄の＜ ＞内は、純資産総額に対する評価額の比率。 

（注） 評価額の単位未満は切り捨て。 

（注） －印は組み入れなし。 
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－ 8 － 

国内投資信託証券 

銘    柄 
期首(前期末) 当  期  末 

口  数 口  数 評 価 額 比  率 

 口 口 千円 ％ 

TOPIX連動型上場投資信託 101,000 201,990 416,200 7.4 

合   計 
口 数 ・ 金 額 101,000 201,990 416,200  

銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ 1 1 ＜7.4％＞  

（注）比率は、純資産総額に対する評価額の割合です。 

 
■投資信託財産の構成 （2022年１月14日現在） 

項    目 
当  期  末 

評 価 額 比  率 

 千円 ％ 

株式 4,946,716 83.8 

投資信託受益証券 416,200 7.0 

コール・ローン等、その他 542,574 9.2 

投資信託財産総額 5,905,490 100.0 

（注） 金額の単位未満は切り捨て。    
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－ 9 － 

■資産、負債、元本及び基準価額の状況（2022年１月14日現在） 

項   目 当 期 末 

 円 

(A) 資産 7,587,145,931 

コール・ローン等 212,058,601 

株式(評価額) 4,946,716,450 

投資信託受益証券(評価額) 416,200,395 

未収入金 321,201,335 

未収配当金 9,313,550 

差入委託証拠金 1,681,655,600 

(B) 負債 1,994,593,311 

未払収益分配金  251,211,531 

未払解約金 3,456,741 

未払信託報酬 57,406,264 

差入委託証拠金代用有価証券 1,681,655,600 

その他未払費用 863,175 

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 5,592,552,620 

元本 5,024,230,624 

次期繰越損益金 568,321,996 

(D) 受益権総口数 5,024,230,624口 

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,131円 

（注） 当ファンドの期首元本額は4,280,797,123円、期中追加設定元本額

は2,178,456,051円、期中一部解約元本額は1,435,022,550円です。 

（注） １口当たり純資産額は1.1131円です。 

■損益の状況 （2021年１月15日～2022年１月14日） 

項   目 当   期 

 円 

(A) 配当等収益 90,658,114 

受取配当金 90,657,274 

受取利息 1 

その他収益金 839 

(B) 有価証券売買損益 △  194,650,309 

売買益 408,809,110 

売買損 △  603,459,419 

(C) 先物取引等取引損益 △  132,328,846 

取引益 223,102,538 

取引損 △  355,431,384 

(D) 信託報酬等 △  111,689,563 

(E) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) △  348,010,604 

(F) 前期繰越損益金 451,108,210 

(G) 追加信託差損益金 716,435,921 

(配当等相当額) (    933,213,016) 

(売買損益相当額) (△  216,777,095) 

(H) 計(Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 819,533,527 

(I) 収益分配金 △  251,211,531 

次期繰越損益金(Ｈ＋Ｉ) 568,321,996 

追加信託差損益金 716,435,921 

(配当等相当額) (    933,213,016) 

(売買損益相当額) (△  216,777,095) 

分配準備積立金 199,896,679 

繰越損益金 △  348,010,604 

（注）損益の状況の中で(B)有価証券売買損益および(C)先物取引等取引

損益は期末の評価換えによるものを含みます。 

（注）損益の状況の中で(D)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相

当額を含めて表示しています。 

（注）損益の状況の中で(G)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設

定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいい

ます。 

（注）計算期間末における費用控除後の配当等収益(０円)、費用控除後

の有価証券売買等損益額(０円)、信託約款に規定する収益調整金

(933,213,016円)および分配準備積立金(451,108,210円)より分配

対象収益は1,384,321,226円(10,000口当たり2,755円)であり、う

ち251,211,531円(10,000口当たり500円)を分配金額としております。 

■分配金のお知らせ 

１万口当たり分配金（税込み） 500円 

◇分配金をお支払いする場合 

分配金は、決算日から起算して５営業日までにお支払いを開始しております。 

◇分配金を再投資する場合 

分配金は、決算日の基準価額に基づいて、税引後無手数料で、みなさまの口座に繰り入れて再投資いたしました。 


